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福士純著
『カナダの商工業者とイギリス帝国経済 1846---1906j
(万水書房， 2014年)
最近のイギリス帝国史研究では，カナダ，オー
ストラリア，ニュージーランド，南アフリカなど
に代表される自治植民地への関心が高まってい
る。とはいえ，それは，今から半世紀以上も前に
出版され，自治植民地を偏重していた『ケンブリッ
ジ・イギリス帝国史 (TheCambridge Histoヮザ
theBri・'tishEmρire)，Jの視点(すなわち，政治・外
交・制度史を重視する視点)に回帰するものでは
ない。むしろ， ["プリティッシュ・ワ}ルド」とい
う文化的アイデンテイテイの枠組みの中で，イギ
リス本国と自治植民地を捉え置すことを試みるも
のである。すなわち，イギリスからの移民によっ
て建設され，イギリス本国と言語，文化，政治制
度を共有する自治植民地に住む人々が，独自なア
イデンティティを形成しながらも，イギリスへの
帰属意識を捨て去ることなく，イギリス本国およ
ぴ他の自治植民地の人々とプリテイツシユネスと
いう感情的紐帯を共有したことを強調するもの
だつた (CarlBridge and Kent Fedorowich (匂eds.)
The British World: Diaspora， Culture and 
Identity， London. 2003)。このプリティッシュ・
ワールド論は，イギリス帝国史研究の中でも最も
活発に研究されている分野の一つであるが，従来
の文化やアイデンテイテイの問題だけではなく，
プリティッシュ・ワールド内の経済問題も分析対
象に含むようになってきている。プリティッ
シュ・アイデンテイティに基づくネットワークの
下で，文化的要因がいかに本国・植民地聞の経済
関係に影響を与えたのか，そしてプリティッ
シュ・ワ-)レド内における文化の共有がいかに経
済活動の円滑化に貢献したのかが分析されるよう
になってきたのである(John Darwin. The 
EmPire Project: The Rise and Fa/l 01 the British 
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World・System，1830-1970， Cambridge. 2009; 
Gary B. Magee and Andrew S. Thompson. 
Emρire and Globalisation: Networks 01 Peo，ρle， 
Goods and Gゅitalin the British World， c.1850. 
1914. Cambridge， 2010; Andrew Dilley， Fi-
nance， Politics， and lmperialism.' Australia， 
Canada， and the CiむI01 London， c.1896・1914，
Basingstoke. 2012; Journal 01 lmperial and 
Commonwealth Histoη の「金融・帝国・プリ
ティッシュ・ワールド」特集号.41巻1号， 2013 
年2月)。
今回組上に載せる福士純の『カナダの商工業者
とイギリス帝国経済1846-1906.1は，こうしたプ
リティッシュ・ワールド論の研究動向に強い影響
を受けた，若手イギリス帝国史家による初めての
著書である。まず初めに，本書の序論に示された
問題意識と研究対象をまとめておこう。
これまでのカナダ経済史研究を振り返ると，イ
ギリスとの経済関係(カナダからイギリスへのス
テープル産品輸出)を重視する「ステープル理論」
から，アメリカとの経済関係の強化(アメリカか
らカナダへの直接投資の増大，カナダ経済のアメ
リカ経済への従属・低開発化)を重視する「新政
治経済学派」の主張に，その研究動向が移り変わっ
てきたことがわかる。しかし.福士は，このカナ
ダ経済史研究の動向は，対英関係を問う視点の「周
縁化」であったと強く批判する。つまり.カナダ
経済を再びイギリス帝国経済内に位置づけようと
するのである。その際，福士がブリティッシュネ
スという感情的紐帯と共に重視するのが，イギリ
ス本固と自治植民地を具体的に結合した経済的紐
帯(保護関税と帝国特定、関税)であった。 19世紀
後半から 20世紀初頭のカナダ経済において特に
書重要だったのは，イギリス本固との経済的関係の
強化であり，イギリス本国側でも， 1873年以降の
大不況や欧米諸国の圏内産業保護政策によって製
造業が国際的競争力を低下させると，帝国との関
係強化に再ぴ関心が向けられるようになった。
ジョゼブ・チェンパレンのイギリス関税改革運動
(1903-1906年)は，こうした経済的紐帯の強化
の試みと位置づけられている。
福士は，この帝国経済関係の強化という通商政
策の l、で，カナダの経済発展を推進し，カナダ経
済をイギリス帝国経済と接合する役割を果たして
きたカナダ商工業者(すなわちカナダの貿易業者
と製造業者)に注目し.この従来等閑視されてき
たカナダ商工業者の通商政策志向の変容を 19世
紀後半から 20世紀初頭におけるイギリス帝国経
済の枠組みの中で解明しようとする。その際，福
士は「帝国主義」という概念を「本国・自治植民
地聞の経済的統合」という意味で使用する。既に
カール・パーガL は.経済的協力を通じてイギリ
ス帝国との緊密な結合を目指すカナダの運動を
「帝国主義」と捉え， r帝国主義はカナデイアン・
ナショナリズムのー形態である」と看破したが，
福士もパーガーと同様に，英加聞の帝国経済関係
緊密化を「帝国主義」と捉え，植民地ナショナリ
ズムを，帝国統合を強化する概念と捉えるのであ
る。このような福士の視点は，パーカ、ーの視点、と
共通するものであったと評価できょう (CarlBer-
ger， The Sense 01 Power: Studies in the Ideas 01 
Canadian lmperialism， 1867二1914，1970; 2nd 
edn.， Toronto， 2013)。
まず本書の概要をみておこう。本書は八章と序
論及び結論の計十章から権成されている。
第1.辛から第3章まで、は， 1840年代中葉から
1880年代後半までの時期を対象にして，帝国経済
統合に関する議論の端緒が探求されている。その
際，福士が重視するのは，チャールズ・タッパー
を筆頭とするカナダ帝国連邦同盟(以下，カナダ
1 F L)に参加した政治家たちと，カナダ産業振
興協会(以下， APCI)，オンタリオ製造業者協
会(以下， MAO).ドミニオン商業会議所(以下，
ドミニオン会議所)に所属していたカナダ商工業
者たちの活動であった。
第l章rI9世紀後半におけるカナダ製造業者と
保護主義運動」では.1879年のマクドナルド保守
党内閣による「ナショナル・ポリシー」関税の導
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入までのカナダの保護主義運動が考察されてい
る。 1842年の英領通商法で植民地に最大5%まで
の歳入関税を付与する権利が認められ，続く 1846
年の英領関税法で外国商品に対する輸入関税を決
定する権利が与えられる左，製造業保護を求める
カナダ商業会議所の声は高揚することになった。
例えば， AP C 1初代会長アイザック・ブキャナ
ンはイギリスの自由貿易主義を批判し，アメリカ
からの工業製品輸入超過に対する危機感から保護
貿易主義を主張した。このAPCIの要求は
1859年のガルト関税法によって実現するととに
なる。この保護関税政策の結果，カナダ製造業は
1860年代に急速に発展することになったが.1873 
年以降の大不況によってカナダの一次産品(農産
物)輸出が停滞すると，マッケンジー自由党内閲
は一転して低率関税政策を掲げ，米加互恵協定締
結交渉を開始するようになる。この自由党の対米
互恵交渉に対して， MAOは「ネイション」や「愛
国的Jといったナショナリズムを想起させる表現
を使って攻撃した。その結果.1878年の選挙で保
守党が勝利し，高率保護関税であるナショナル・
ポリシー関税法が制定された。このナショナル・
ポリシ一関税は. MAOの要求を反映しカナダ
製造業者を保護するものだった。続く第2章 r19
世紀後半におけるイギリス帝岡経済統合論とカナ
ダ」では，カナダの帝国特恵関税運動が考察され
る。ドミニ:;fン会議所執行委員のR・R・ドウベ
ルは.1878年1月のドミニオン会議所年次総会で
帝国特恵関税の必要性を強調し帝国商業会議所
会議(以下，コングレス)の開催を目指した。 M
AOは関税引き下げを伴う帝国特恵関税に敵対的
だったが，マクドナルド保守党内閣はむしろ好意
的だ、ったQ 輸出市場の拡大，西部開発のための移
民誘致，大陸横断鉄道の建設とその建設資金の捻
出を，カナダ経済発展の重要な手段と考えたから
である。それゆえ，マクドナルドは 1879年に鉄
道・運河相のチャールズ・タッパーと共に渡英し
デイズレイリと英加相互特恵関税の交渉を行う
が， 1880年の総選挙でグラッドストン自由党が勝
利すると，マクドナルドの望みは絶たれることに
なった。とはいえ，初代駐英カナダ代表のA.T.
ガルトは，帝国経済関係強化の議論を定着させる
ために，ロンドン商業会議所と交流し，帝凪連邦
同盟にも参加した。こうした努力の結果，第l回
コングレスは，ロンドンの植民地・インド博覧会
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(以下.植民地博)会議場で1886年に開催された。
同コングレスで，帝国内自由貿易論を批判し，帝
国特定、関税の必要性を訴えたのは.jf}レトやタッ
J'{-というカナダ保守党の政治家たちだった。彼
らは，帝国特恵関税導入による「自給帝国」の構
築を訴えたが，その意味はイギリスとカナダにお
いて大きく異なっていた。イギリスでは，本国が
帝国内で唯一の工業国の地位を占め，植民地は本
国への食料・原料供給地や工業製品市場の地位に
留まることが意図されたが，カナダでは，食料・
原料供給地であることは受け入れるが，工業製品
に関しては，イギリスに匹敵する「工業国」とし
て帝国経済における中心的な役割を担うことが目
指されたのである。第3章rI886年『植民地・イ
ンド博覧会』とカナダ」では，この点が植民地博
での展示品に即して分析され，カナダの一次産品
(食料・原料)と工業製品の出品者たちが海外市場
への輸出拡大を目指していたことが解明された。
第4章から第6章までは，カナダ商工業者の通
商政策志向の変容，つまりカナダ製造業者による
帝国特恵関税の受容過程が考察されている。
第4章「米加通商同盟論とカナダ経済」では，
米加通商同盟論の高揚が説明される。米加通商同
盟論とは，米加聞の保護関税(特にナショナル・
ポリシー)の撤廃によって米加聞の経済統合を推
進し，北米自由貿易経済圏の構築を目指すもので
あるが.それに活路を見出したのは，カナダ農業
生産者(特にオンタリオ常設中央農業協会)であっ
た。なぜなら.1886年以後の経済不況期にカナダ
市場で農産物販路を見出せなかったからである。
この通商同盟論の高揚に注目したのは.自由党の
領袖R・カ}トライトであった。彼はウイルフ
リッド・ローリエに米加無制限互恵を支持するよ
うに迫った。ロー1)エは.1888年の自由党党大会
で米加無制限瓦恵実現を決断し，党綱領に加えた
が，通商同盟運動は自由党の追い風にはならな
かった。オンタリオ常設中央農業協会が通商同盟
運動を止め， ドミニオン農業評議会がイギリスと
の経済関係強化を訴えたからである。また.1887 
年にMAOから改称されたカナダ製造業者協会
(以下.CMA)も対米互恵に反対し，ナショナリ
ズムに依拠した通商同盟反対論を展開した。 G'
T・デニスンを中心とするカナダIFLも，ロイ
ヤリスト感情に訴えることによって通商同盟に反
対し，帝国特恵関税に基づく英加経済関係の緊密
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化を求めた。しかし，マクドナルド保守党内閣は
1891年に議会を解散せざるを得なかった。アメ
リカ下院に高率保護関税(マッキンリー関税法)
が上程されると，カナダの対米農産物輸出は大打
撃を被ったからである。この選挙で保守党は，プ
リティッシュネスの共有による帝国関係維持とナ
ショナル・ポリシーによる経済振興を強調し，自
由党に対する攻撃を強めた。自由党の米加無制限
互恵論は，アメリカとの関係強化，さらには王冠
に対する「不忠」を意味すると攻撃したのである。
この「不忠」の熔印は自由党に深刻な打撃を与え
た。選挙に敗北し.1893年には無制限互恵を放棄
するようになったのである。第5章「カナダ商業
会議所と帝国特恵論」では，カナダ商業会議所が
帝国特恵論を支持した点を分析している。イギリ
スの商業会議所は，自由貿易，資本投資，帝国防
衛を強調する「シティの観点」を濃厚に反映した
ため，帝国内自由貿易を強調し，帝国特恵関税に
反対した。しかし，カナダ商業会議所は，タッパー
を筆頭とするカナダIFLの影響を受けて帝国特
恵関税を強く主張した。ロンドンで開催された第
2回コングレス (1892年)や第3回コングレス
(1896年)では，帝国特恵関税決議案は採択され
なかったが，カナダ商業会議所は帝国特恵関税の
要求を強めた。第6章「カナダ製造業者協会と帝
国特恵論」でも，カナダにおける帝国特恵論の受
容が強調されている。伝統的にCMAは，ナショ
ナル・ポリシーの強化を主張し.関税引き下げを
伴う帝国特恵関税論に反対していた。しかし，
1890年以降の世界不況の中で，その通商政策を転
換させる。帝国特恵関税を支持するようになった
のである。つまりCMAは.r余剰農産物」のイギ
リスでの販売によってカナダ農業生産者に配慮
し，アメリカ工業製品のダンピング輸出を防ぎな
がら，カナダ工業製品の輸出市場をイギリス帝国
内に求めるようになったのである。この機に乗じ
たのがローリエである。彼は高率歳入関税と帝国
特恵を主張し. CMAJe会長パートラムの支持を
1896年に取り付けた。以後.1911年まで.CMA
は自由党の強力な支持基盤になる。自由党は
1896年の総選挙で勝利し，首相ローリエは「帝国
特恵関税」として有名なフィールデイング関税法
(1897年)を上程した。この関税法は，カナダ製
造業者の意見を取り入れて制定された高率歳入関
税であり，その平均関税率は27.7%で.1879年の
書ナショナル・ポリシー関税法の 26.2%と同水準
だ、った。またフィーjレディング関税法は，従来の
関税法と大きく異なる二重関税制度を採用してお
り，カナダを関税面で優遇する全ての国に適用さ
れる最低関税と，それ以外の固に適用される一般
関税によって構成されていた。この二重関税制度
を用いることによって，ローリヱはイギリスから
の輸入品に関税優遇を認めながら，アメリカとの
E恵協定を締結する可能性も残そうとしたのであ
る。だが，カナダ製造業者はフイールデイング関
税法を純然たる帝国特恵関税に変更しようとし
た。アメリカがイギリスの最恵国条項の網の中に
参入し，カナダの輸入関税がアメリカに対して一
方的に引き下げられるととを恐れたからである。
カナダ製造業者は，フィールデイング関税法がイ
ギリス本国の最恵国条項に抵触するのを特に恐れ
ていた。最恵国条項に従うと，カナダがイギリス
に与える関税優遇は.イギリスが条約を結ぶ第三
国にも適用されることになる。それゆえ. CMA 
はフイールデイング関税法の帝国特恵関税化を全
会一致で可決したのである。植民大臣チェンパレ
ンは 1897年にドイツ・ベルギーとの通商条約破
棄を決定し，ローリエもその翌年にフイールデイ
ング関税法の最低関税適用国を「イギリス本国と
イギリス領」に限定した。
注目すべきことに，ローリ斗が首相に就任した
1896年以降に，カナダ経済は欧州への小麦輸出を
基盤とする好景気を迎え，その恩恵を受ける形で，
カナダ製造業も急成長を遂げた。 1900年に，カナ
ダ製造業は，農業，酪農，鉱業，林業，漁業の合
計に匹敵する生産高を上げるまでになったのであ
る。このようなカナダ製造業の成長によって，カ
ナダ工業製品の輸出市場拡大が目指され，カナダ
製造業者は他の自治植民地を「将来の市場Jと見
なすようになった。しかし，彼らは他の自治植民
地をカナダと同格と位置・づけなかった。イギリス
本国に対しては. I司じブリティッシュとして，カ
ナダがイギリスと対等かつ同質的な工業国になる
ことを強調したが，他の自治植民地に対しては，
「先進的工業国」たるカナダとは異なる後進国と
位置づけ，カナダと他の自治植民地の関係を「工
業国」と「農業国」の分業関係と捉えたのである。
つまりカナダ製造業者は.他の自治植民地を自分
たちと同じ「イギリス人」が住む地域と見なし，
植民地聞の紐帯の強化によって販路拡大を目指し
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たが，他の自治植民地をカナダと同等とは考えな
かったのである。このことから福士は，カナダ製
造業者が主張した「帝国の一体性」が，カナダと
他の自治植民地の同質性を意味せず，プリティッ
シュネスという感情的紐帯はカナダ経済の発展の
ために柔軟に利用されたと主張している。これは
極めて重要な指摘であり.r帝国の一体性Jではな
く「帝国の多様性」を理解する新たなブリティッ
シュ・ワールド論の可能性を示唆するものであろ
う。
周知のごとく. 1903年から 1906年にかけてイ
ギリス本国で行われたチェンパレン関税改革運動
は，シティ金融業者を中心とする自由貿易派との
聞に激しい対立を引き起こした。第7章と第8章
では，この関税改革運動に対してカナダ商業会議
所やCMAが行った支援活動を考察するが，ここ
で福土が解明を試みているのも，カナダ商工業者
が関税改革運動への関与を通じていかにカナダ経
済の発展を試みたのかという問題である。
第7章「イギリス関税改革運動とカナダ商業会
議所」では.1903年にカナダのモントリオールで
開催された第5回コングレスとイギリスの商業会
議所の代表たちによるカナダ視察旅行(両方とも
モントリオール商業会議所主催)が分析される。
このコングレスは帝国特恵関税について討議する
場であると共に，イギリスから参加した商業会議
所の代表たちにカナダ経済の発展を示しカナダ
がいかに貿易，投資，移民に適した地であるかを
訴える場でもあった。それゆえカナダ視察旅行で
は，イギリスからの投資や移民誘致を必要とする
産業(農業，鉱業，製造業)が特に重点的に選ば
れた。帝国特恵関税については，マンチェスター
商業会議所が自由貿易堅持の立場を買いたため，
コングレスの総意としては支持きれなかったが，
モントリオール商業会議所は一貫して関税改革運
動を支持した。その理由は，帝国特恵関税の採用
によって他の自治植民地市場の確保が可能になる
ことにあった。一方，第8章「イギリス関税改革
運動とカナダ製造業者」では.1905年にCMAが
行ったイギリス視察旅行が考察される。このCM
Aによる視察旅行の目的もチェンパレンの関税改
革運動を支援することにあった。とはいえ. CM 
Aとチェンパレンの聞には差異も存在した。チェ
ンパレンは，本国を工業国，植民地を一次産品供
給地や工業製品輸出市場と見なす「自給帝国Jの
福士純著『カナダの商工業者とイギリス帝国経済 1846-1906.1
考えを強調した。というのも，イギリス商工業者
は，カナダ関税が特恵を考慮しでもなお保護主義
的であるためにイギリスの工業製品輸出が伸びな
い現状を懸念していたからである。しかし， CM 
Aは，保護関税の維持は，アメリカ製造業者のダ
ンピング輸出を避け，カナダが本国と肩を並べる
工業国として経済発展するために不可欠であると
主張し，第6回コングレス(1907年)での帝国特
恵関税支持決議案の可決に尽力したのである。こ
のように，保護関税を維持しながら帝国特恵関税
を受け入れた原因は，この帝国特恵関税の採用が
彼らに利益をもたらすという経済的判断にあるこ
とは明白であった。
以上，詳述した本書の概要から明らかなように，
本書は，カナダ商工業者に関する一次史料の渉識
に基づいて，カナダ商工業者の通商政策志向の変
容をイギリス帝国経済内に位置づけた労作であ
る。これまでの研究において看過されてきたカナ
ダ商工業者に注目し，プリティッシュ・ワールド
内における経済的紐帯の強化を担ったカナダ商工
業者の意図や役割を実証的に解明した功績は極め
て大きい。とはいえ，評者が疑問に感じた点や，
さらなる分析が必要と思われる問題点がないわけ
ではない。以下，三点について指摘しよう。
第一点は， r帝国主義」の定義に関わる問題であ
る。既述したように，福士は，パーガーと同じく，
「帝国主義」という概念を「本国・自治植民地聞の
経済的統合」という意味で使用し，この帝国統合
の強イtのためには，ブリティッシュネスといった
感情的紐帯だけでは不十分であり，保護関税や帝
国特恵関税といった経済的紐帯が不可欠になった
と主張した。しかし.カナダのプリティッシュ・
ワールド研究を牽引するフイリップ・パックナー
によれば.カナダの帝国主義には，こうした中央
集権的な帝国連邦運動を推進した「帝国主義」と
並んで， 1自由主義的帝国主義Oibera1imperia1-
ism)Jも存在する。この自由主義的帝国主義は，
脱中心的な帝国構造内における自治強化と本国と
の対等な地位を要求するものであり，保護関税や
帝国特恵関税といった経済的紐帯よりも，ブリ
ティッシュネスという感情的紐帯に基づく本国・
植民地関係の強化を重視するものであった (Phil-
lip Buckner， 'Th巴 LongGoodbye: English 
Canadians and the British W orld' ， in Phillip 
Buckner and R. Douglas Francis (eds.) ， Redis-
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covering the British World， Calgary， 2005， pp. 
181-207; Phillip Buckner，‘Introduction: Canada 
and the British Empire' ， in Phillip Buckner 
(ed.) ， Canada and the British World， Oxford， 
2008， pp. 1-21)。こうした自由主義的帝国主義
は，本閣ではグラッドストンによって典型的に示
され，それは「自由に成長する共同体」であり，
武力によってではなく， 1自由意思」に基づいて自
発的な政治的結合関係を維持し，危機の際にはイ
ギリスが防衛すべきものであった。また，高度に
「文明化」された自治植民地に対しては，責任政府
を与えて分離独立させるものでもあった(竹内真
人「宗教と帝国の関係史一福音主義と自由主義的
帝国主義一Jr社会経済史学J第80巻第4号，
20日年， 37-52頁)。一方，カナダでは，自由主義
的帝国主義は，グラッドストンの自由主義的伝統
を信奉した親米的自由貿易主義者のローリエに
よって推進された。このことは，木村和男による
一連の研究によって既に明らかであろう(木村和
男11897年フィールデイング関税におけるカナダ
の『対英特恵J政策Jr歴史人類J筑波大学歴史・
人類学系，第18号， 1990年， 125-171頁;木村和
男119世紀末のイギリス帝国における特恵関税論
争の一局面ーカナダの対英特恵関税設定 (1898
年)をめぐってーJr社会経済史学J第57巻第3
号， 1991年， 95-124頁;木村和男，フィリップ・
ノTックナー，ノーマン・ヒルマー『カナダの歴史
一大英帝国の忠誠な長女 1713-1982-.1刀水書房，
1997年)。つまり，ブリティッシュネスという感
情的紐帯は.これら異なるこっの帝国主義によっ
てそれぞれ柔軟に利用されてきたのであるが，福
士の研究では，帝国連邦運動を推進したチェンパ
レンやカナダ保守党の活動が主に分析され，自由
主義的帝国主義の分析は欠落しているのである。
ぞれゆえ，今後のプリティッシュ・ワールド論の
深化・発展のためには，帝国連邦運動を推進した
帝国主義だけでなく，アメリカとの関係を重視し
ながら「アングローパライゼーション」を推進し
た自由主義的帝国主義も分析すべきであろう。そ
の際，ブリティッシュ・ワールド論から，アメリ
カを含むアングロ・ワールド論の分析に踏み込ん
だジェームズ・ベリッチの研究は有益であると考
えられる (James Belich， Replenishing the Earth: 
The Settler Revolution and the Rise 01 the Anglo-
world，1783・1939，Oxford， 2009)。
書第二点目は.第一点目と関連しているが，米加
経済関係の分析が軽視されてしまっている点であ
る。その原因は，本書が.カナダ経済史の研究史
上における対英関係の「周縁化」を批判し，カナ
ダ経済をイギリス帝国経済内に位置づけようと試
みたことにある。本書の結論では.19世紀末以
降，カナダの保護関税障壁を乗り越えるために，
アメリカ多国籍企業によってカナダに資本投資が
なされ，カナダ圏内にアメリカの支工場の建設が
急速に進んだと述べられ，このアメリカの進出に
対し，アメリカに対して敵対的であったはずのC
MAも「カナダ製造業の発展」とカナダ人の雇用
増の観点から支持の立場を貫いたと主張されてい
る。その上で，カナダ商工業者が尽力し.1897年
のフィーJレディング関税法によって確立した帝国
特恵体制の成立は，アメリカ企業による帝国市場
進出の露払いになったと指摘されるが，唐突感は
否めない。 1896年のローリエ自由党政権の成立
とアメリカ企業のカナダ進出.そしてカナダ製造
業者が他のイギリス自治植民地を「将来の市場」
と見なすようになったことの関には，いかなる関
係が存在したのだろうか。カナダ経済は投資や技
術依存というかたちで着実にアメリカ合衆国経済
の影響下に置かれていったと結論で主張される以
上，本論において米加経済関係に関する十分な考
察が必要であろう。
第三点は.1"カナダ商工業者」とはいかなる人々
だったのか，一枚岩だ、ったのか，そして本書で分
析されたAPC I. MAO. CMA. カナダ IF 
L. ドミニオン会議所に所属した商工業者たちは
「カナダ商工業者」全体をどの程度代表していた
のかという問題である。福士は，本書の序論にお
いて，カナダ商工業者の見解が一枚岩でなかった
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ことは言うまでもないが.自己の利益のみならず，
カナダ経済の発展，そしてイギリス帝国経済の発
展に関心を寄せていたという点において，彼らの
見解は一致していたと主張している。しかし，彼
らの見解が本当に保護関税や帝国特恵関税支持で
一致していたかどうかは疑問である。本書でも，
工業製品に用いる投入品をアメリカから輸入して
いる業種(家具，製紙産業，機械産業の一部)や，
アメリカ市場で競争可能なミシン産業や農業機器
産業は，保護関税の導入に反対し，対米瓦恵を支
持したことが認められているし，また自由貿易を
一貫して支持したカナダ商業会議所の代表も存在
した(例えば.オンタリオ州のハミルトン商業会
議所代表のA'T・ウッド)。カナダ楽器産業も植
民地博に出品し，自治植民地以外のニューヨーク
などにも広く市場を求めている。こうしたカナダ
商工業者は，本書では，その具体的な人数やカナ
ダ商工業者全体の中での割合が明示されないま
ま.1"少数派」と位置づけられている。しかし.1"カ
ナダ商工業者」の保護関税や帝国特恵関税に対す
る見解は，本当に賛成で一致していたのだろうか。
また，対米互恵、や自由貿易を支援したカナダ商工
業者はカナダ自由党といかなる関係にあったのだ
ろうか。疑問が残るo
以上のような疑問点や問題点はあるが，本書は，
ブリティッシュ・ワーjレド内の経済問題の分析に
我が固で初めて実証的に取り組んだ著作である。
今後は，中央集権的な帝国連邦運動を推進した
1"(保守主義的な)帝国主義」と「自由主義的帝国
主義」の関係を，プリティッシュ・ワールドの文
化的枠組みの中で，包括的に分析することが望ま
れる。プリティッシュ・ワーJレド論のさらなる発
展を期待したい。
